
提出先
〒643-0021
和歌山県有田郡有田川町大字下津野２０１８番地４
有田川町役場　税務課　町民税班
TEL:0737-52-2111

添付書類
　この法人設立・設置届出書には、次の書類を、各1通添付してください。（別途郵送可）
（１）　設立の登記事項証明書・登記簿謄本等の写し
（２）　定款、寄付行為、規則又は規約（以下「定款等」といいます。）の写し
（３）　合併により法人を設立した場合における合併契約書の写し
（４）　分割により法人を設立した場合における分割計画書の写し
（５）　連結親法人及び子法人の場合は連結納税等の書類の写し

各欄の記載方法
記載欄 記載すべき事項・注意事項

標題 「設立」又は「設置」のどちらかを選択してください。
提出年月日 提出年月日を記載してください。
管理番号 この欄は、記載しないでください。

法人番号
国税庁から指定・通知された法人番号を記載してください。
法人番号が指定・通知されていない場合は記載しないでください。

法人名 法人名を記載してください。
本店所在地 登記してある本店の郵便番号、所在地及び電話番号を記載してください。
主たる事務所 有田川町内の主たる事務所の郵便番号、名称、所在地及び電話番号を記載してください。
代表者 法人を代表する者の氏名、郵便番号、住所及び電話番号を記載してください。

送付先・連絡先
申告書等の書類の送付先・連絡先として該当する区分を選択し、「その他」を選択した場合は、名称、郵便
番号、所在地及び電話番号を記載してください。

設立・設置年月日
設立の場合は、登記事項証明書に記載されている登記年月日を、設置の場合は、新たに支店等を設置した年
月日を記載してください。

事業開始（見込）年月日 事業を開始した年月日又は事業開始見込年月日を記載してください。
事業年度１
事業年度２
資本金又は出資金の額 登記した資本金の額又は出資金の額を記載してください。
資本金の額及び資本準備金
の額の合算額

資本金の額及び資本準備金の額の合算額を記載してください。

資本金等の額 法人税法第２条第１６号に規定する資本金等の額を記載してください。

申告期限の延長の有無

新たに支店等を設置した場合に、既に地方税法第72条の25第3項、第5項（同第72条の28第2項において準用す
る場合を含む。）、法人税法第75条の2（同法第145条において準用する場合を含む。）及び同法第81条の24
の規定により申告書の提出期限の延長の承認を受けている場合には、「有」を選択し、延長された最初の事
業年度及び延長月数を記載してください。
なお、該当しない場合は、「無」を選択してください。

事業の目的
定款等に記載されている事業の目的のうち、その主なもの及び現に営んでいる事業又は営む予定の事業を記
載してください。

支店・出張所・工場等
支店の登記の有無にかかわらず、すべての支店、出張所、営業所、事務所、工場等について、その名称、所
在地及び設置年月日を記載してください。
なお、３件を超える場合には、別紙に明細を作成するか、必要枚数の届出を提出してください。

有田川町外の事務所等の有
無

有田川町外に事務所等を有する場合には、「有」を選択し、「県内」・「県外」を選択してください。
有田川町にのみ事務所等を有する場合には「無」を選択してください。

当該法人の全従業者数 全従業者数を記載してください。
左のうち有田川町の従業者 有田川町の従業者数を記載してください。

設立の形態

通常の新規設立の場合は、この欄の記載は不要ですが、次を選択した場合には、その形態に応じて次の記載
をしてください。
○「設立の形態」が３を選択した場合　　　その設立の形態を選択してください。
○「設立の形態」が５を選択した場合　　　その設立の該当する形態を記載してください。

設立前の状況等
上記の「設立の形態」が１から４である場合の設立前の個人企業、合併により消滅した法人、分割法人又は
出資者の状況を記載してください。

合併等期日
上記の「設立の形態」が２又は３である場合に、それぞれの形態に応じて次の日を記載してください。
○「設立の形態」が２の場合　　合併契約書において合併期日として定めた日
○「設立の形態」が３の場合　　分割計画書において分割期日として定めた日

適格区分

上記の「設立の形態」が２から４である場合に、その合併、分割又は現物出資が、次の①～③に該当する場
合には、「適格」を選択してください。また、該当しない場合には「その他」を選択してください。
①　法人税法第2条第12号の 8（適格合併）
②　法人税法第2条第12号の11（適格分割）
③　法人税法第2条第12号の14（適格現物出資）

法人成の場合の個人事業廃
業日

上記の「設立の形態」が１である場合に、個人事業の廃業日を記載してください。

連結親法人の場合
設立、設置した法人が連結親法人である場合に、連結納税の適用を受けようとする最初の事業年度を記載し
てください。

連結子法人の場合
設立、設置と同時に連結納税の承認を受けている連結グループに属し連結子法人となる場合又は連結子会社
が初めて支店を設置する場合には、連結親法人の名称、法人番号、所在地、電話番号、事業年度及び連結子
法人適用開始事業年度を記載してください。

非営利型の該当の有無
一般社団法人・一般財団法人の場合で、非営利型法人場合には、「該当」を選択し、普通法人の場合には、
「非該当」を選択してください。

収益事業の有無
公益法人等の場合で、収益事業を行う場合には、「有」を選択し、収益事業を行わない場合には、「無」を
選択してください。

関与税理士に関する事項 関与税理士の氏名、住所及び電話番号を記載してください。
備考 上記記載内容以外で、必要な内容等について記載してください。

法令、定款等により定められている事業年度を記載してください。
なお、「事業年度１」欄には最初の事業年度を、「事業年度２」欄には、翌事業年度を記載してください。

　この法人設立・設置届出書は、有田川町内を本店とする法人を設立した場合、または有田川町外を本店とする法人が有田川町内に事務所等
を設けた場合に、必要事項を記載し、３０日以内に届け出てください。
　控えへの受領印を希望する場合は提出用及び控用各１部（計２部）を作成し、提出してください。
　郵送で提出する場合において控への受領印の押印及び返信を希望するときは、返信用封筒（切手貼付）を同封してください。

法人設立・設置届出書　記載要領


